医療法人の定款（寄付行為）変更について

令和７月２月改正
定款を変更するときは、静岡市保健所長（以下「保健所長」という。）の認可を受けなければならない事項と、保健所長に届け出なければならない事項があります。
定款変更認可　→　　定款を変更する前に保健所長の認可が必要
定款変更届　　→　　定款を変更した後に速やかに保健所長に届出を行う。
[定款変更認可を要する事項]
・目的
・名称
・その開設しようとする病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の名称及び開設場　　　　所
・資産及び会計に関する規定
・役員に関する規定
・理事会に関する規定
・社団たる医療法人にあっては、社員総会及び社員たる資格の得喪に関する規定
・財団たる医療法人にあっては、評議員会及評議員に関する規定
・解散に関する規定
・定款又は寄附行為に変更に関する規定
※文言の訂正等の軽微な変更に関しても定款変更の認可が必要です。
[定款変更届を要する事項]
・事務所の所在地
・公告の方法

　

　以下に記載する必要書類（正本２部）を、静岡市保健所生活衛生課医療安全対策係まで提出願います。

　審査をスムーズに進めるために、事前協議をしていただくようお願いいたします。
定款変更届

［ 必要な書類 ］　　
	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	　定款（寄付行為）変更届出書
	第37号様式（第２条関係）

	　変更理由書
	

	　新旧条文対照表
	

	　社員総会議事録の写し
	原本証明を要する

	　現行定款
	原本証明を要する

	　役員・社員名簿
	


定款変更認可申請
［ 変更内容に関係なく必要な書類 ］　　
	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	　定款（寄付行為）変更認可申請書
	第36号様式（第２条関係）

	　変更理由書
	

	　新旧条文対照表
	

	　社員総会議事録の写し
	原本証明を要する

	　現行定款
	原本証明を要する

	　役員・社員名簿
	


※“附帯業務の廃止”、“役員定数の変更”のほか、“決算期の変更”等の開設する施設に関係がない定款変更の場合、必要書類は以上です。

［ 変更内容に応じて提出していただく書類 ］　　

ア　病院・診療所・介護老人保健施設・介護医療院の移転

	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	　施設の概要
	注意事項３の書類を添付

	　定款変更後２年間の事業計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成

	　定款変更後２年間の収支計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成

	※財産目録
	病院、介護老人保健施設、介護医療院の場合のみ


イ　分院（病院・診療所・介護老人保健施設・介護医療院）の開設

	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	　施設の概要
	注意事項３の書類を添付

	　分院の管理者の履歴書
	

	　　　〃　　　　医師（歯科医師）免許証の写し
	

	　　　〃　　　　就任承諾書
	

	　定款変更後２年間の事業計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成

	　定款変更後２年間の収支計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成

	※財産目録
	病院、介護老人保健施設、介護医療院の場合のみ


ウ　附帯業務の追加
	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	　施設の概要
	注意事項３の書類を添付

	　附帯業務施設の管理者の履歴書
	

	　　　　〃　　　　　　　就任承諾書
	

	　定款変更後２年間の事業計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成

	　定款変更後２年間の収支計画書
	法人全体分、各施設分をそれぞれ作成


エ　病院・診療所・介護老人保健施設・介護医療院の廃止

	必　要　書　類　の　名　称
	備　　　考

	（廃止する）施設の概要
	注意事項３の書類の添付は不要


［ 注意事項 ］

１　医療法人は、その本来業務である病院・診療所・介護老人保健施設・介護医療院の経営以外に、本来業務に支障がない限りにおいて法第42条に規定されている附帯業務を行うことができます。
２　医療法人が開設する病院・診療所・介護老人保健施設・介護医療院の管理者は、必ず法人の理事に加えなければなりません。（医療法第46条の５第６項）
３　新規に医療機関又は附帯業務施設を開設するための定款変更認可申請には、法人が当該施設を自己所有又は賃貸借により使用できることを証する書類の添付をお願いします。

①　施設の図面（平面図、案内図、公図の写し、建物を新築の場合で住居表示設定区域に関しては住居表示設定通知書等）　

②　土地及び建物の不動産登記簿謄本（１部はコピー可）　　

③　賃借する場合は、賃貸借契約書又は賃貸承諾書等の写し

④　法人が建物を新築して未登記の場合は建築請負契約書の写し等　
⑤　施設の概要

　　　＊すでに医療法人が開設している診療所等については⑤のみ
４　社員総会議事録には、「現在の社員数」及び「出席社員の氏名」を必ず記載願います。
５　静岡県又は静岡市のモデル定款に準拠していれば、定款の変更には“社員総会における社員の３分の２以上の同意”が必要となります。（会議は社員の２分の１が出席で成立）
６　「事務所の所在地」と「公告の方法」は、社員総会の決議をもって定款を変更できます。
７　廃止する施設の管理者は、定款の規定により法人の理事の職を失います。

　　理事数が減員になりますが、再任は妨げられていませんので、社員総会で議決をして再任することができます。
８　附帯業務廃止の場合も含め、廃止する施設については、以下の点に留意してください。

　　・自己所有している場合、医療法人が別の者にこれを賃貸することはできません。

　　・法人が賃借して使用している場合、廃止後も法人が別の用途で使用する予定（必要）

がなければ、賃貸借契約を解除するようにしてください。
定款（寄附行為）変更を行った医療法人へ（お願い）
組合等登記令の規定により登記したときは、医療法施行令第５条の12の規定により、登記済届を遅滞なく保健所長に届け出なければなりません。
つきましては、定款変更認可等に伴い登記した場合は、登記済届（届出(様式第44号(第２条関係))＋履歴事項全部証明書（原本）の提出をお願いいたします。
医療法52条第２項の規定より保健所長は、求めに応じて定款（寄附行為）を閲覧に供することが義務付けられております。
つきましては、定款変更認可後、新定款の写し（理事長の原本証明がされているもの）の提出をお願いいたします。

連絡先


静岡市保健所生活衛生課


医療安全対策係


TEL:054-249-3159
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